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御殿場市立南学校給食センター調理等業務委託 実施要領 

 

御殿場市（以下「市」という。）では、御殿場市プロポーザル実施要綱（令和３年御殿

場市告示第２４７号。以下「要綱」という。）の規定に基づき、御殿場市立南学校給食セ

ンター（以下「南給食センター」という。）の調理等業務を令和５年４月から民間事業者に委

託するため、下記のとおり公募型プロポーザル方式による民間事業者の選定を実施する。 

この実施要領は、調理等業務委託に係る民間事業者の募集・選定に関して、必要な事

項を定めたものである。 

 なお、この実施要領と併せて交付・公表する次の資料も本実施要領と一体の資料とし、こ

れら全ての資料を含めて「実施要領等」と称する。 

 

  仕様書 ：市が事業者に要求する具体的な業務仕様を示したもの 

  添付資料：本業務に関する添付資料 

  様式集 ：提案書等の作成に使用する様式を示したもの 

 

１ 業務名 

  御殿場市立南学校給食センター調理等業務委託 

 

２ 目 的 

学校給食の質を維持し、より安全・安心でおいしい給食を子どもたちに提供するため、

教育の一環として学校給食の意義を理解し、優れた調理技術や衛生管理能力、業務効率性

等を確保できる民間事業者を選定することを目的する。 

 

３ 対象の施設 

  御殿場市立南学校給食センター 

所在地 御殿場市竈５３４番地の１ 

供用開始日 平成２２年９月１日 

建物構造 鉄骨造２階建 

敷地面積 ７，３８８．０８㎡ 

建物床面積 １階１，９６２．０５㎡、２階４５７．２６㎡ 

延べ２，４１９．３１㎡ 

調理方式 オール電化ドライシステム方式 

調理最大能力 最大５，０００食／日 

調理食数 約 ４，２００食／日 

調理品目 １献立制（概ね３～４品／日調理）、他 

日常的なアレルギー対応なし（※年３回特定原材料７品目を使用
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しない献立提供） 

実施校数及び 

実施日数 

小学校５校、中学校３校 

年間約１９３日 

※年間調理日数は各学校の教育計画により変動あり 

 

４ 業務内容 

具体的な内容は、「御殿場市立南学校給食センター調理等業務委託仕様書」（以下「仕様

書」という。）を参照すること。 

(1)食材等の検収と保管検温業務 

(2)下処理業務、調理業務及び保存食管理業務 

 (3)検食及び完成検査 

  (4)配缶業務及びコンテナへの積込業務等 

 (5)食器、食缶、調理器具等の洗浄・消毒・保管及び日常点検 

 (6)残菜、厨芥等の集積 

(7)施設、設備の維持、清掃及び日常点検業務（調理場） 

(8)ボイラー運転関係業務 

(9)その他付帯する業務 

 ※本委託業務に含まれない業務 

  ・献立作成業務 

  ・食材調達業務 

・配送回収業務 

・配膳業務 

・施設設備等保守点検維持管理業務 

  ・給食費徴収等業務 

  ・廃棄物回収業務 

   

５ 委託期間等 

・令和５年４月１日から令和８年３月３１日まで（３年間） 

  ・契約日の翌日から令和５年３月３１日までは、調理等業務を遅滞なく開始するための準

備期間とし、この間の委託料の支払は無いものとする。 

 

６ 受託事業者の選定方法 

公募型プロポーザル（企画提案）方式により選定・実施を行う。 

 

７ 提案限度額 

  ３４１，８００，０００円 

（令和５年度から令和７年度の３カ年度分の合計金額とし、取引に係る消費税及び地方

消費税を含まないこと。） 
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８ 参加資格 

 (1)資格要件 

参加事業者は、次に掲げる全ての要件に該当する者でなければならない。 

①法人格を有し、本委託業務を円滑に遂行できるよう、安定的かつ健全な財政能力を有

していること。 

  ②御殿場市の入札参加資格を有していること。 

  ③１日４，０００食以上の学校給食調理施設等での受注実績を３年以上有し、かつ現在

も該当する施設での調理等業務契約を締結していること。 

  ④アレルギー除去食の調理提供を含む学校給食センター調理業務委託を受注した経験が

あること。 

 (2)参加事業者の制限 

  次に該当する者は、参加事業者となることはできない。 

  ①地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者。 

  ②御殿場市工事請負契約等に係る指名停止等措置要綱（平成４年御殿場市告示第７８号） 

の規定による入札参加資格停止の期間中である者。 

③御殿場市暴力団排除条例（平成２４年御殿場市条例第２４号）に規定する暴力団、暴

力団員、暴力団員等及び暴力団等である者。 

  ④破産法（平成１６年法律第７５号）の規定による破産手続開始の申立て、会社更生法

（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立て又は民事再生法

（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申立てがなされている

者。ただし、会社更生法に基づく更生手続開始の決定を受けた者又は民事再生法に基

づく再生計画認可の決定（確定したものに限る。）を受けた場合は、この限りではな

い。 

  ⑤最近１年間の法人税、消費税及び市町村税を滞納している者。 

  ⑥過去３年以内に食品衛生法の営業停止処分を受けた者。 

⑦過去５年以内に学校給食調理施設を含む大量調理施設における食中毒事故の調理業務

に関与した者。 

(3)参加資格の確認 

参加資格の確認は、参加表明書の提出日を基準とする。ただし、参加表明書の提出後か

ら審査結果の決定日までに参加者の備えるべき要件を欠くような事態が生じた場合には

失格とする。 

 (4)参加に関する留意事項 

  ①参加事業者は、提案書の提出をもって実施要領等の記載内容を承諾したものとみな

す。 

  ②参加に関して必要な費用は、参加事業者の負担とする。 

  ③提案に関して使用する言語は日本語とし、単位は計量法（平成４年法律第５１号）に

定めるものとし、通貨単位は円とする。 

  ④参加事業者から実施要領等に基づき提出される書類の著作権は、原則として書類の作
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成者に帰属する。ただし、市は当該事業選定に限り、実施要領等に基づき提出される

書類の内容を無償で使用することができるものとする。 

  ⑤提出された書類については、変更できないものとし、またその理由にかかわらず返却

しない。 

  ⑥市が提示する資料は、提案に係る検討以外の目的で使用することを禁止する。また、

この検討の範囲内であっても、市の了承を得ることなく、第三者に対してこれを使用

させ、又は、内容を提示することを禁止する。 

  ⑦参加表明書提出日から受注事業者が決定されるまでの間に、次のいずれかに該当する

事案が発生した場合、参加は無効とする。 

   ア）参加事業者が不渡手形又は不渡小切手を出した場合 

      イ）参加事業者が複数の提案を行った場合 

   ウ）同一事項に対し、２通り以上の書類が提出された場合 

   エ）記載すべき事項の全部又は一部が記載されていない場合 

   オ）虚偽の内容が記載されている場合 

   カ）審査の公平性に影響を与える行為があった場合 

   キ）著しく信義に反する行為があった場合 

(5)予算概要等 

  この業務に係る予算が可決・成立しない場合は、今回の企画提案による業務の執行は

行わないこととする。また、予算案の減額があった場合には、仕様等を変更することが

ある。なお、このことにより、プロポーザル参加者又は受託候補者において損害が生じ

た場合にあっても、市はその損害について一切負担しないものとする。 

(6)その他 

  ①市が提出する資料及び質問への回答書は、本実施要領等と一体のものとして、同等の

効力を有するものとする。 

  ②本実施要領に定めるもののほか、参加に当たって必要な事項が生じた場合には、参加

事業者に通知する。 

  ③選考結果についての不服及び異議申し立ては認めない。 

 ④本プロポーザルに係る情報公開請求があった場合は、御殿場市公文書公開条例（平成

７年御殿場市条例第３７号）及びプロポーザル方式による事業者選定情報に係る情報

公開基準（令和３年 総務部長決裁）に基づき対応する。 

 

９ 実施スケジュール 

事業実施のスケジュールは、以下のとおりとする。ただし、受付等は、土曜日、日曜日

及び国民の祝日に関する法律に規定する休日には行わない。 

項 目 期 間 

(1) 応募書類等の交付、公表 令和４年７月１日 

(2) 参加表明書及び参加資格審査申請書類の受付 令和４年７月１日 ～ ７月１９日 
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(3) 参加資格確認結果通知書及び現地見学会の通知 令和４年７月２５日 

(4) 現地見学会（参加資格有の業者のみ対象） 令和４年７月２８日 

(5) 実施要領等に関する質問の受付 令和４年８月１日 ～ ８月３日 

(6) 質問の回答 令和４年８月１２日 

(7) 提案書及び見積書の提出 令和４年９月９日～ ９月１３日 

一次審査 令和４年９月下旬 

二次審査案内通知（一次審査上位５者のみ） 令和４年９月下旬 

二次審査【第２回プロポーザル審査会】 

（提案書のプレゼンテーション及びヒアリング審査） 
令和４年１０月上旬 

(8) 審査結果通知 令和４年１０月中旬 

業務委託予定事業者の決定 令和４年１０月中旬 

委託事業開始準備 決定後 ～ 令和５年３月３１日 

 

(1)応募書類等の交付、公表 

実施要領等の交付を次のとおり行う。また、市ホームページにおいても、同日から本実

施要領等を公表する。 

①交付期間  令和４年７月１日（金）～７月１９日（火） 

         （土・日・祝日を除く）午前８時～午後４時３０分 

  ②交付場所  御殿場市教育委員会 学校給食課（南給食センター） 

  ③交付・公表資料 ア）本実施要領（募集要領） 

           イ）調理等業務委託仕様書 

           ウ）様式集 

           エ）その他資料（実施要綱、南給食センター平面図 他） 

 (2)御殿場市プロポーザル参加表明書及び参加資格審査申請書等の提出 

  参加予定事業者は、次により提出すること。 

①提出期間  令和４年７月１日（金）～７月１９日（火）午前８時～午後４時３０分 

  ②提出先   御殿場市教育委員会 学校給食課（南給食センター） 

  ③提出書類 

提出書類 様式 部数 

御殿場市プロポーザル参加表明書 要綱：様式第１号 １ 

参加資格審査申請書 要領：様式第１号 １ 

会社の概要（沿革・組織がわかるﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等を添付すること。） 要領：様式第２号 １ 

参加資格要件確認書 要領：様式第３号 １ 

学校給食調理施設等受注実績書 要領：様式第４号 １ 

暴力団排除に関する誓約書及び照会承諾書 要領：様式第５号 １ 

市税等滞納のないことが分かる証明書（写し可。作成後 － １ 
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提出書類 様式 部数 

３か月以内のもの。） 

県税等滞納のないことが分かる証明書（写し可。作成後 

３か月以内のもの。） 
－ １ 

国税等納税証明書（写し可。作成後３か月以内のもの。） － １ 

貸借対照表及び損益計算書（直近３期分） － １ 

契約書の写し等調理業務実績を有していることを証する書類 － １ 

生産物賠償責任保険証の写し － １ 

  ④提出方法  持参又は郵送、宅配とする。【ただし、７月１９日（火）必着とする。】 

(3)御殿場市プロポーザル参加資格確認結果通知書（要綱：様式第２号）等の交付 

  参加資格確認結果通知書は、令和４年７月２５日（月）に参加事業者へ郵便及びＥメー

ルにて送付する。その際、参加資格が「有」の事業者には、御殿場市プロポーザル関係

書類提出要請書（要綱：様式第３号）を交付し、以下の提案書及び必要書類の提出を要

請するものとする。 

 (4)現地見学会 

  現地見学会を、次のとおり開催する。ただし、御殿場市プロポーザル参加資格確認結果

通知書の参加資格が「有」の者に限る。なお、現地見学会の参加対象となる業者は、令

和４年７月２５日（月）に参加事業者宛に郵便及びＥメールにて送付する。 

①日 時  令和４年７月２８日（木） 

        午後１時３０分～３時（受付開始は午後１時から） 

  ②場 所  南給食センター 

  ③留意事項 ア）参加希望者は令和４年７月２６日（火）午後４時３０分までに、現地

見学会参加申込書（様式第６号）を、Ｅメール（※）により申し込む

こと。なお、Ｅメール送付後は事務局へ電話し、到着確認を行うこ

と。 

※件名は「現地見学会 参加申込書【事業者名】」とすること。 

※Ｅメールアドレス：kyushoku@city.gotemba.lg.jp 

        イ）参加人数は、１事業者につき２名までとする。 

        ウ）実施要領等、資料の配布はしないので、各自持参すること。 

        エ）調理室内に入場する方は、清潔な白衣、帽子、上履き（２足、汚染用・

非汚染用）を持参すること。 

オ）見学当日に発熱（37.5℃以上）又は嘔吐・下痢等の体調不良の方は調

理室等への入場を認めない。また、同居する家族にも同様の症状がみ

られる場合は入場することができない。 

        カ）見学の際は、設備機器などには手を触れないこと。 

        キ）見学に当たっては、市職員の指示に従うこと。 

ク）現地見学会では、実施要領等に関する質問は一切受け付けない。 

ケ）御殿場市プロポーザル参加資格確認結果通知書（7/25 発送予定）の送
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付に合わせ、現地見学会案内通知を送付する。 

※夏休み中の（調理期間中でない）ため、腸内細菌検査の検査結果を提出

する必要はないものとする。 

 (5)実施要領等に関する質問の受付 

  本実施要領等の内容に関する質問は、参加を予定する事業者が行うものとし、次のとお

り受け付ける。 

①提出期間  令和４年８月１日（月）～８月３日（水）午後４時３０分まで 

  ②受付方法  質問書（様式第７号）に内容を簡潔にまとめて記載し、Ｅメール（※）

により提出すること。なお、Ｅメール送付後は事務局へ電話し、到着確

認を行うこと。 

※件名は「業務委託質問書【事業者名】」とすること。 

※Ｅメールアドレス：kyushoku@city.gotemba.lg.jp 

 (6)質問の回答 

   質問に係る回答は、令和４年８月１２日（金）午後４時３０分までに参加事業者へＦ

ＡＸ又はＥメールにより回答する。なお、電話及び口頭等の個別対応、回答への再質問

は受け付けない。また、無用な混乱を招くことが危惧される時は、質問に回答しないこ

とがある。 

   当該質疑に対する回答は、実施要領や業務仕様書等の追加又は修正とみなす。 

 (7)提案書及び見積書の提出 

  参加事業者は、次により提出すること。 

①提出期間   令和４年９月９日（金）～９月１３日（火）午後４時３０分まで 

②提出先    御殿場市教育委員会 学校給食課（南給食センター） 

  ③提出書類   ア）提案書（要綱：様式第４号）に企画提案書（要領：様式第８号～ 

様式第１４号）を添えて提出すること。正１部・副８部 

ａ）原則としてＡ４判・縦型・横書き・左綴じ、フォントサイズ 

１１ｐｔ（図表は除く）、片面印刷で作成し、ページ番号を付

けるとともに、フラットファイルに編冊すること。ただし、会

社の沿革及び組織については、ＰＲパンフレットでも可とす

る。 

ｂ）各様式枚数制限の範囲内にて評価項目について記載すること。 

イ）見積書（要領：様式第１５号） 正１部 

ａ）見積額は３４１，８００，０００円（３年間分税抜総額）以内

とすること。 

ｂ）見積額が「前項ａ」を超える場合、又は異常に少額であるな

ど、本委託事業の適正な履行に支障があると判断した場合は失

格とする場合がある。 

ｃ）見積書に記載する委託料の金額は、消費税及び地方消費税を分

けて記載すること。 
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ｄ）見積書（様式第１５号）を先頭に、人件費、保健衛生費、現場

経費、管理費等、詳細な積算内訳書（様式任意）を添付するこ

と。 

ｅ）見積内容は提案書等と同一のものとし、仕様書に基づき作成す

ること。 

  ④提出方法  持参又は郵送、宅配とする。ただし、９月１３日（火）必着とする。 

⑤留意事項  ア）提案書提出の際は、要綱に定める提案書（様式第４号）に所在地及

び提案者名等を記載したもの（正本）を１部、所在地及び提案者名

等を一切記載していないもの（副本）を８部提出すること。 

イ）見積書は、正本１部を提出すること。 

ウ）提出書類は、「③ア）」と「③イ）」に分けて提出すること。 

 (8)審査結果通知 

審査の結果については、採用・不採用に関わらず、文書にて通知する。発送予定は令和

４年１０月中旬を予定。 

 (9)参加辞退届 

参加資格審査申請書を提出しない場合、及び参加資格審査申請書の提出後に辞退をする

場合は、参加辞退届（様式第１６号）を提出すること。 

 

１０ 資格審査及び提案の選考 

  御殿場市プロポーザル審査委員会設置条例に基づき設置した南学校給食センター調理業

務委託事業者審査委員会（以下「審査委員会」という。）において、下記の審査方法や「委

託事業者選定審査基準」に基づいて審査を行い、総合的に最も優れた事業者の選定を行

う。 

(1)審査方法 

  ①一次審査（書類審査） 

   ア）日 時 令和４年９月下旬を予定 

審査委員会は、提案書類等に記載された内容が、次の項目を満たしていることを確認

するとともに、これらの項目を一項目でも満たさないことが確認された場合には、失格

とする。 

・提案書全体について、同一事項に対する２通り以上の提案又は提案事項間の齟齬

や矛盾がないこと。 

・提案書全体について、様式集に沿った構成となっていること。 

・当該提案に関連する各様式（別添「様式集」参照）に示す項目に対する提案の内

容が仕様書を満たしていること。 

審査委員会は、提出された審査書類等に記載された内容について、御殿場市立南学

校給食センター調理等業務委託事業者選定審査基準（以下「審査基準」という。）

【別表】により採点を行い、評価点により順位付けし、一次審査（書類審査）とし

て、上位５者以内を特定する。ただし、同じ得点の提案者が５者を超えている場合は
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この限りではない。また、上位５者以内に選出されなかった事業者については、

速やかに不採用通知を送付するとともに、当該一次審査の順位を最終順位として

確定し、要綱に規定する御殿場市プロポーザル結果通知書（様式第７号）（以下「結

果通知書」という。）により、最終選定結果を令和４年１０月中旬に郵便及びＥメー

ルにて送付する。 

なお、上位５者以内に選出された事業者に対しては、二次審査に係る参加案内

通知を令和４年９月下旬に郵便及びＥメールにて通知する。 

  ②二次審査（プレゼンテーション及びヒアリング） 

   ア）審査委員会は、一次審査において選定された上位事業者を対象に、１事業者ずつ

プレゼンテーション及びヒアリングによる審査を行う。 

・日 時  令和４年１０月上旬予定 

・場 所  南給食センター内 会議室 

・時 間  プレゼンテーション２０分とヒアリング１０分程度とする。 

・出席者  ３名までとする。 

・準備物  パソコン等使用する場合は、各自準備すること。 

   （プロジェクター及びスクリーンは市で準備する。） 

    準備・撤収は、審査前後の１０分間の休憩時間に行うこと。 

・留意事項 プレゼンテーションでは、企業名を特定できるような表現及び表示は

しないこと。 

プレゼンテーションは、自己紹介（役職名及び氏名）の後、速やかに

説明を開始すること。 

     イ）二次審査を行う順番は、一次審査における書類の受付順とする。 

     ウ）審査委員（出席委員）は、参加事業者ごとに評価項目により評価点を付す。 

(2)委託事業者選定審査基準 

  標準的な審査基準は次の項目によるものとし、合計１６０点で評価するものとする。 

   ア）企業・技術評価（配点１３０点） 

様式 評価項目 配点 

第８号 業務実績に関する提案 １５ 

第９号 学校給食に対する基本的な考え方に関する提案 １５ 

第 10 号 業務実施体制・支援体制に関する提案 ３０ 

第 11 号 衛生管理体制に関する提案 ２５ 

第 12 号 危機管理体制に関する提案 ２５ 

第 13 号 従業員の教育研修計画・指導に関する提案 １０ 

第 14 号 その他提案事項に関する提案 １０ 

イ）コスト評価（配点１０点） 

様式 評価項目 配点 
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第 15 号 見積書 １０ 

   ウ）二次審査評価（配点２０点）【一次審査得点上位５者のみ】 

様式 評価項目 配点 

－ 
各評価項目に対するプレゼンテーション及びヒアリ

ング評価として、一次審査の合計得点に加点する。 
２０ 

(3)審査委員、関係職員との接触の禁止 

  参加を予定する事業者は、審査委員、関係職員と本件提案についての接触（当然に、質

問等正当な行為を除く。）を禁じる。接触の事実が認められた場合には、失格とする場合

がある。 

 (4)審査結果の通知及び公表 

  一次審査及び二次審査における最終選定結果は、参加者に対し、結果通知書により令和

４年１０月中旬に郵便及びＥメールにて交付する。 

 (5)優先交渉権者の決定 

  市は、審査委員会の審査結果を踏まえて、合計評価点が最も高い参加事業者を、優先交

渉権者とし、随意契約の交渉を行う。優先交渉権者が契約を締結しない場合は、評価点

の高い参加事業者から順に契約交渉を行い、合意に達した参加事業者と契約を締結す

る。なお、二次審査の参加事業者が１社の場合でも、審査委員会の評価点数の平均が 

１２０点以上の場合は、優先交渉権者とする。 

(6)再選定 

審査の結果、適切な候補事業者がないときは、「適切な候補事業者なし」として、再選定

を行う場合がある。 

 

１１ その他 

(1)遵守法令等 

 ①学校給食法、食品衛生法、労働基準法等の労働関係法令、その他関連法規等 

 ②学校給食衛生管理基準（文部科学省）、大量調理施設衛生管理マニュアル（厚生労働

省）、その他関連要綱等 

(2)履行の確認及び委託料の支払い 

 ①委託料は、令和５年４月分を初回として、月ごとに支払うものとする。（年１２回） 

 ②当該委託業務を受注した事業者（以下「受注者」という。）は、業務委託完了報告書を

提出し、市による業務履行確認を経たうえで、当該月分の委託料を市に請求すること

ができる。なお、市が事業者に支払う委託料の月額は、契約時に市と受注者による協

議のうえ決定するものとする。 

 ③市は、所定の当該支払請求書を受理した日から起算して３０日以内に委託料を支払う

ものとする。 

(3)リスク分担方針 

 業務契約締結後の市と受注者の主なリスク分担方針は、以下のとおりとする。これら
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は、帰責事由の所在が不明確になりやすいリスクについて、その方針を示したものであ

る。 

リスクの種類 リスクの内容 
負担者 

市 受注者 

事業の中止・延期 
市の指示によるもの ○  

受注者の事業放棄、破綻  ○ 

不可抗力 大規模な災害や暴動等による履行不能 ○  

許認可等 事業実施に必要な許認可取得等の遅延等  ○ 

計画変更 事業内容の変更 ○  

運営費上昇 計画変更以外の要因による運営費用の増大  ○ 

施設損傷 
受注者の責に帰すべき事由による場合  ○ 

上記以外 ○  

需要変動 
実施条件を超える需要変動 ○  

上記以外  ○ 

調理事故・異物混入等 
受注者の責に帰すべき事由による場合  ○ 

上記以外 ○  

性能 要求仕様不適合  ○ 

(4)事業実施 

 受注者は、業務の継続が困難となった場合又はその懸念が生じた場合は、速やかに市に

報告するものとし、その場合の措置は次のとおりとする。 

①受注者の債務不履行の場合 

  受注者の責めに帰すべき事由により、債務不履行又はその懸念が生じた場合には、市

は受注者に対して修正勧告を行い、一定期間内に修復策の提出及び実施を求めること

ができるものとする。また、受注者が当該期間内に修復をすることができなかったと

きは、市は契約の解除及びこれにより生じた損害賠償を請求することができる。 

 ②市の債務不履行の場合 

  ア）市の責めに帰すべき事由により業務の継続が困難となった時は、受注者は契約を

解除できるものとする。 

  イ）前号において、受注者が契約を解除した場合、受注者は市に対し、これにより生

じた損害賠償を請求することができる。  

③当事者の責めに帰すことのできない事由により継続が困難となった場合 

  不可抗力又は受注者の責めに帰すことができない事由により業務の継続が困難となっ

た場合、市及び受注者双方により業務継続の可否について協議を行う。なお、一定期

間内に協議が整わないときは、相手方に対する事前の通知により、市又は受注者は契

約を解除できるものとする。 
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(5)従事者の雇用 

現在、本市の学校給食施設に勤務している会計年度任用職員が勤務を希望する場合に

は、優先的に採用するよう努めること。 

 

１２ 事務局 

この選定に関する事務局は、次のとおりとする。 

御殿場市教育委員会 学校給食課（南給食センター） 担当：中元、遠藤 

住所： 〒４１２－００３９ 静岡県御殿場市竈５３４番地の１ 

電話： ０５５０－７８－６６８９  ＦＡＸ：０５５０‐８２‐８６２０ 

Ｅメールアドレス：kyushoku@city.gotemba.lg.jp 


